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   資料の提出について  

 

 令和５年４月４日付けで依頼のありました資料について，別添のとおり

提出いたします。  

 

 

 

（総務部人事課  ２１－３６６３）   

 

 



会計年度任用職員への最低賃金を下回る給与支給について 

 

１ 概要 

  令和３年（2021年）１０月１日の北海道最低賃金の引き上げにより，本市の

会計年度任用職員のうち，一部の技能労務補助職の報酬額が最低賃金の額に

満たないこととなった。 

最低賃金法については，一部の地方公務員（単純労務職員等）に適用となる

が，単純労務職員の範囲は明確に法令で定められておらず各自治体に判断が委

ねられていることや，本市会計年度任用職員の報酬は，正規職員と同じ給料表

を基に，正規職員や他の会計年度任用職員などと業務の性質や責任の度合い等

を考慮して定めていることから，給料表を改定した場合には，正規職員を含め

た他の職員に影響が及ぶことも想定されたため，総務部において，全ての職員

に同様の状況がないか調査したうえで，最低賃金法の適用範囲を確認するとと

もに，対応の必要性等について検討を行うこととした。 

その後，他都市の状況調査や北海道への相談など慎重に検討を進めてきた結

果，直ちに違法といえるかどうかについては定かでなかったものの，最低賃金

を下回る報酬額で支給を続けることは不適切であることから，令和４年９月に，

道内他都市の対応状況や，北海道の見解，最低賃金法の趣旨や他の労働関係法

令の適用判断などを総合的に踏まえ，最低賃金を下回る報酬額の技能労務補助

職については，最低賃金法の適用を受ける職員に当たるものと判断し，令和４

年１０月以降は，最低賃金以上の額で給与や報酬を支給することとした。 

なお，令和３年１０月から令和４年９月までの支給分に当時の最低賃金に満

たない支給があった職員には，最低賃金との差額を全て遡って追給することと

し，当該追給処理は令和５年３月に完了している。 

今後も引き続き，最低賃金の改定に係る動向を注視しながら，同様の状況が

発生することのないよう，適切な給与支給事務の執行に努めてまいりたい。 

 

２ 追給対象 

   ６１人，合計２１７，２４２円 

 




















































































